
― 8 ― 石油系溶剤を含まないインキを使用しています。

〇 新型コロナウイルス感染症だけの影響ではないかもしれないが中小、零細企業に
とって事業の継続は限界にきており、縮小及び廃業も視野に入れている。政府に
は当面の間の消費税の全廃など消費喚起を促す思い切った政策を出して欲しい。

 （文房具・事務用品小売業）

９．人材の確保・育成について

○ 協力工場の高齢化や外国人実習生が入国できないため生産力が今までより下がっ
ており、受注があっても生産がままならない。 （ニット製衣服製造業）

○ 高齢の社員の退職に伴い、人手不足が加速。幸い新卒採用を予定しており解消に
向けて取り組むものの、同業他社の廃業も新型コロナウイルスの影響で数件でて
おり、ものづくりの地盤沈下が進んでいると感じる。 （金属被覆・熱処理製造業）

〇 求人を出すも、求職者の応募がなく人材の確保ができない。
 （運輸附帯サービス業）

〇 世間は景気が悪く、雇止めもあると耳にしているが、求人しても全く手応えがない。
 （労働者派遣業）

10．その他

○ 新型コロナウイルス感染症の影響による、経営の悪化を援助していただける政策
の続行をお願いしたい。 （自動車・同附属品製造業）

〇 新型コロナウイルスの感染者が高止まり傾向にある現況から、中小企業において
はwithコロナの柔軟な業務体制確立が重要な課題と認識している。

 （室内装飾品卸売業）

〇 まだ新型コロナウイルス感染症の影響を経営や事業活動に受けている。月次支援
金や事業復活支援金などの給付金に多少助けられている状況だが、今後はどうな
るか不安である。 （雑貨・身の回り品小売業）

〇 新型コロナウイルス感染症が流行しはじめて２年程になるが、弊社もやっとテレ
ワークができるように検討をはじめた。しかし高齢の従業員にはハードルが高く、
苦戦している。 （情報処理サービス業）

新型コロナウイルス感染症による事業活動等への影響
１．経営や事業活動への影響

新型コロナウイルス感染症の感染拡大にともなう2022年（令和４年）２月の経営や
事業活動への影響を全体でみると、「影響あり」が64.7％（前回調査64.8％）と最も高い。

「影響なし」は15.0％（同13.2％）となり前回調査と比べて1.8ポイント増加した。

２．売上高への影響
新型コロナウイルス感染症拡大前の2020年（令和２年）２月と比較した2022年（令

和４年）２月の売上高を全体でみると、『減少』が90.4％（前回調査89.3％）を占めた。
『減少』の内訳をみると、「減少（10～30％未満）」が38.0％（同37.4％）と最も高く、
次いで「減少（30～50％未満）」が20.8％（同18.7％）、「減少（10％未満）」が19.1％（同
18.2％）、「減少（50～70％未満）」が8.4％（同10.2％）、「減少（70％以上）」が4.1％（同
4.8％）の順であった。

図表２　経営や事業活動への影響

0 20 40 60 80 100  （％）

サービス業

小売業

卸売業

製造業

全体 64.7（64.8）64.7（64.8） 9.7（12.8）9.7（12.8） 15.0（13.2）15.0（13.2） 10.6（9.3）10.6（9.3）

61.1（62.0）61.1（62.0） 10.7（11.7）10.7（11.7） 15.1（14.6）15.1（14.6） 13.1（11.7）13.1（11.7）

65.0（69.1）65.0（69.1） 12.2（12.4）12.2（12.4） 14.6（10.8）14.6（10.8） 8.2（7.8）8.2（7.8）

73.9（73.2）73.9（73.2） 6.3（13.2）6.3（13.2）9.6（6.3）9.6（6.3） 10.3（7.8）10.3（7.8）

59.7（55.2）59.7（55.2） 8.7（14.0）8.7（14.0） 20.5（20.6）20.5（20.6） 11.1（10.1）11.1（10.1）

影響あり 今後影響あり 影響なし 不明
n

1,211 

298 

343 

272 

298

　注） 無回答を除き集計。（　）内は前回調査（令和４年２月）の数値。四捨五入のため合計が100%にならない場合がある。

図表３　売上高への影響

0 20 40 60 80 100  （％）

サービス業

小売業

卸売業

製造業

全体 19.1（18.2）19.1（18.2） 38.0（37.4）38.0（37.4） 20.8（18.7）20.8（18.7） 8.4（10.2）8.4（10.2）

17.3（16.0）17.3（16.0） 32.9（34.0）32.9（34.0） 21.4（17.9）21.4（17.9） 9.8（12.7）9.8（12.7）

38.7（38.3）38.7（38.3）18.9（19.0）18.9（19.0） 21.2（15.7）21.2（15.7） 7.4（10.9）7.4（10.9）

41.1（42.8）41.1（42.8） 20.8（21.4）20.8（21.4）19.3（16.7）19.3（16.7） 8.1（7.9）8.1（7.9）

38.5（33.7）38.5（33.7）20.7（21.5）20.7（21.5） 19.5（20.4）19.5（20.4） 8.6（8.8）8.6（8.8）6.9（8.8）6.9（8.8）

減少（10％未満） 減少（10～30％未満） 減少（30～50％未満） 減少（50～70％未満） 減少（70％以上） 増加 不変

2.9
（3.9）

2.9
（3.9）

5.7（6.3）5.7（6.3）

6.9（5.7）6.9（5.7）7.5（8.5）7.5（8.5）

7.8（10.1）7.8（10.1）
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（3.7）

3.6
（3.7）

2.9
（2.8）

2.9
（2.8）
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2.3
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2.3
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4.0
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4.0
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（4.7）
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（4.7）

2.5
（2.8）

2.5
（2.8）

4.1
（4.8）

4.1
（4.8）

3.7
（3.6）

3.7
（3.6）

n
761 

173 

217 

197 

174 

（『減少』90.4（89.3））（『減少』90.4（89.3））

（『減少』85.4（85.8））（『減少』85.4（85.8））

（『減少』88.5（86.3））（『減少』88.5（86.3））

（『減少』92.9（92.5））（『減少』92.9（92.5））

（『減少』94.2（93.2））（『減少』94.2（93.2））

注）経営や事業活動への影響（図表２）で「影響あり」と回答した企業のうち無回答を除き集計。
　　（　）内は前回調査（令和４年２月）の数値。四捨五入のため合計が100%にならない場合がある。


